
参 考 資 料



少子化に伴う現状や課題は、都市と地方など、それぞれの地域ごとに大きく異なる！
少子化の様々な問題に立ち向かうためには、地域の実情に応じた対応が不可欠！
地域の実情を熟知した 地方自治体地方自治体 に、その役割を担わせることが最も効果的！

現状は、全国的に等しく対応が必要な施策についても、地方の一般財源において対応している状況！

官民連携も推進地方に仕事を任せれば･･･

地域の実情に応じた施策は、住民の側からも高い評価！ ＜ ⇒ Ｐ．３～５「取組事例」参照＞

ニーズにきめ細やかに対応地域の課題に迅速に対応
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政策的経費

少子化対策経費

政策的経費が頭打ち
となる中、積極的に

少子化対策に対応!!

○地方は乳幼児医療費への助成や多子世帯の保育料の軽減なども
含め、積極的に少子化対策に予算を投じている。
○子育て同盟参加１０県における政策的経費（地方が自由に使える
財源）と少子化対策経費の動向は、右図のとおり。
〔子育て同盟参加10県：宮城･長野･三重･鳥取･岡山･広島･徳島･高知･佐賀･宮崎〕

（Ｈ２１を１として指数化）

25.11.25 全国知事会

【国が統一的に実施すべきもの】
○若年者等の就職支援 ○非正規雇用労働者の雇用安定と処遇改善 ○仕事と育児の両立支援制度の整備
○出産一時金･育児休業手当金･子どもの医療費や多子世帯への助成など子育てに伴う経済的負担の軽減 など

国が強化を
図るべきもの＝

【都市型の地域】
○保育所待機児童対策
○仕事と育児の両立支援 など

【人口減少地域】
○周産期医療体制の整備
○小規模で多様な子育て支援 など

地方に任せた方
が効果的なもの＋ ＝

こうした地方の取り組みを後押しするためにも、 「少子化危機突破基金」 の創設が必要！

地方の実情が相当に多様であることを踏まえれば、「国が全国一律に講じるべき施策」と、
「地方に任せた方がより効果的な施策」への対応を、しっかりと切り分けて考えていく必要 !!

【中間型の地域】
○未婚化・晩婚化対策
○産業振興など働く場の確保 など

＋
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子育て環境が充実

参 考

環境整備も進み、より高い次元
の施策の展開が可能な地域

○若い世代の結婚支援等の充実
○産業振興による若者の働く場の確保

など

地域の実情の違いに応じて、重点的に取り組むべき施策は大きく異なる !!  

○多子世帯等への経済的支援の拡充
○女性の社会進出を促進する支援策

など

子どもの数を増やし、若い世代の増加
につながる取り組みが必要な地域

若い世代の人口若い世代の人口小 大

子育て環境の整備が必要

○地域における周産期医療体制の整備
○小規模保育等の多様な子育てサービスの
確保 など

○待機児童の解消に向けた保育施設の整備
○仕事と育児を両立できる環境の整備

など

若い世代の増加につながる子育て環境の
整備に向けて抜本的な強化が必要な地域

保育施設等の質的・量的拡充や子育て
世代が働きやすい環境整備が必要な地域
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いばらき出会いサポートセンター推進事業 【茨城県】

【事業の目的】
○少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化対策のため、全県的
な結婚支援を行う中核組織として「いばらき出会いサポート
センター」を設置。（H18～県と労働者福祉協議会の共同開設）
【主な事業内容】
○会員制のパートナー探しのお手伝い
○ふれあいパーティの開催
○マリッジサポーター（ボランティア）の活動支援
○出会い応援団体（市町村社協、NPO等）の活動支援

○晩婚化が進む中、H25.9月末現在で3,379人（うち30～45歳
77.7％）が会員登録し、制度を積極的に活用。
○H18の事業開始以降H25年9月末現在までの成婚数は1,073組
にのぼり、H24は193組（月平均16.1組）と大きな成果が出て
いる。

地方が独自に効果的な取組を進めている事例： ① 結婚への支援

取組の成果

マリッジ・アカデミーとやま開催事業 【富山県】

【事業の目的】

国には結婚を支援する
具体策が無い！

【事業の目的】
○結婚を希望する男女を対象に、コミュニケーション能力の向上
やライフプランに係るセミナー等を開催し、将来の結婚・出産
につなげる。
（H23の結婚意識調査を受けてH24から事業化）

【主な事業内容】
○通年で５回、総合講座及び男女別講座を開催
○併せて、講座で学んだことを実践できるイベントも実施
（県費対象外）

○「婚活入門」｢婚活意識・コミュニケーション術」｢結婚までの
プランニング」などの講座を開催し、H24の受講者アンケート
では97.8％が満足と回答。
○このほか、｢異性と交際するうえで不安が解消できた(68.1%)｣
｢交際につながる出会いがあった又は交際が始まった(30.4%)」
などの回答があり、参加者の満足度は高い。

取組の成果

○ｉ･出会い応援事業 【岩手県】 ○あきた出会い・マッチング支援事業 【秋田県】 ○やまがたハッピーライフプロジェクト事業 【山形県】
○しあわせ発見事業 【石川県】 ○若者出会い交流応援事業 【福井県】 ○縁結びサポート事業 【山梨県】
○出会いサポーター制度 【長野県】 ○｢出会いは京都｣結婚支援総合対策事業【京都府】 ○出会いサポートセンター事業 【兵庫県】
○なら結婚応援団事業 【奈良県】 ○わかやま結婚支援事業 【和歌山県】 ○しまね縁結び応援事業 【島根県】
○かがわ出会い応援団事業【香川県】 ○えひめ結婚支援センター運営事業 【愛媛県】 ○出会いのきっかけ応援事業 【高知県】
○出会い・結婚応援事業 【福岡県】 ○婚シェルジュ事業 【佐賀県】 ○ながさきめぐりあい創出事業 【長崎県】など

このほかにも、多くの自治体が未婚化・晩婚化対策を推進！

地方は住民の意見を
施策に迅速に反映可能！
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地方なら教育とも連携した
取り組みが可能！

マザーズジョブカフェ推進事業 【京都府】

【事業の目的】
○子育てをしながら働きたい女性や、ひとり親家庭の方などの
ニーズに応じて、子育てと就業をワンストップで支援する京
都ジョブパークマザーズジョブカフェを設置。
（H22.8月～京都ジョブパーク内に設置）

【主な事業内容】
○女性の再就職のための相談、ハローワークマザーズコーナーによる職業紹介
○ママさんコンシェルジュによる保育の相談・情報提供 ○保育ルームの併設
○ひとり親家庭の就業生活相談 ○就業セミナー、就職フェア等の実施

○開設時から25年3月末までの来所者数は39,523人、H24には、
年間２万人を突破。
○相談･面接時や、就職後に保育に入所できない場合の一時保育
を実施する「安心ゆりかごサポート」が好評であり、利用者は
H22の980人から、H24は3,115人に増加。

地方独自に効果的な取組を進めている事例： ② 子育て中の女性等の再就職を支援

○滋賀マザーズジョブステーション事業 【滋賀県】 ○子育てしながら資格を目指すチャレンジ応援事業 【静岡県】
○ママの就業サポート事業 【兵庫県】 ○子育て女性就職支援事業 【奈良県】 など

このほかにも、多くの自治体が子育て中の女性の就職支援を実施！

取組の成果

地方なら縦割りではなく
ニーズに合った対応が可能！

仕事と子育て両立支援パワーアップ推進事業 【富山県】 ワークライフバランス推進事業 【石川県】

【事業の目的】
○一般事業主行動計画策定の義務づけ対象企業を、県条例により
常用労働者数50人程度まで拡大し､策定支援や表彰などの取組
を通じて中小企業の計画策定を促進する｡

（富山県：H23～条例施行、石川県：Ｈ２５～条例施行）
【主な事業内容】
○推進員による企業訪問活動、計画策定支援
○両立支援セミナーの開催、企業表彰、入札参加資格優遇

○この取組により、次世代育成支援対策推進法では「努力義務」
となっている中小企業の行動計画策定率が大幅に向上し､企業
が子育てを応援する気運の醸成につながっている。
・富山県：９８．３％が策定済（25年３月）
・石川県：９３．０％が策定済（25年９月）

地方が独自に効果的な取組を進めている事例： ③ 企業による子育て支援の促進

○子育て支援リーダー企業育成事業 【岐阜県】 ○みえ次世代育成応援ネットワーク事業【三重県】 ○仕事と家庭の両立支援事業等 【山梨県】
○こっころカンパニー認定事業 【島根県】 ○えひめ子育て応援企業育成事業 【愛媛県】 ○子育て応援宣言企業登録推進事業【福岡県】
○山形いきいき子育て応援企業認定制度【山形県】 など

このほかにも、多くの自治体が子育て支援企業の拡大を推進！

取組の成果

地域の産業構造を踏まえた
効果的な取組！
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まちの子育てひろば事業 【兵庫県】

【事業の目的】
○子育て中の親子(未就学児)が気軽に集い、仲間づくりを通して
子育ての悩みを話合ったり、お互いに情報交換などができる場
として「まちの子育てひろば」を設置。
（H14～事業実施）

【主な事業内容】
○子育て中の親が気軽に集える「場」の提供
○子育てに関する情報の提供
○保育士、保健師などによる育児相談への対応
○地域団体等による親子料理教室など、親子の様々な体験やふれ
合い活動の実施

○保育所・幼稚園・公民館等の施設、子育てサークル等のボラン
ティアグループ、自治会等の多様な主体が開設･運営しており、
地域ぐるみの子育て支援の場として好評。
設置を開始したH14の957箇所から、H25.9月末には2,131箇所
に増加している。
○さらに、「まちの保健教室」の看護師、保育士・教員ＯＢ等に
よる「ひろばアドバイザー」等を派遣（Ｈ２４：1,293回）し、
育児相談への対応も行っている。

地方独自に効果的な取組を進めている事例： ④ 地域の実情に応じたきめ細かな子育て支援

取組の成果

地方なら、地域と連携
した子育て支援が可能！

保護者の一日保育者体験推進事業 【高知県】

【事業の目的】
○保育所や幼稚園、認定子ども園を利用する保護者が、一日保育
者体験をすることで、親の子育て力を高めるとともに、施設の
教育・保育の質の向上を図る。（H23~事業化）
【主な事業内容】
○各施設で選任した「親育ち支援保育者」を中心に、保護者の
一日保育体験を実施
○園内研修、保護者への講話･相談、保育者研修を実施

○事業開始年度であるH23は２４園、H24は３１園が実施。
○H24に行ったアンケート調査では、事業を実施する園と保護
者の双方から高い評価を得ており好評。

○地域の子育て力向上事業 【福島県】 ○マイ保育園推進事業 【石川県・富山県】 ○パパママ子育て塾事業 【石川県】
○すみずみ子育てサポート事業 【福井県】 ○子育て三方よしコミュニティ推進事業 【滋賀県】 ○未入園児一時保育事業 【京都府】
○子育て力向上支援事業 【鳥取県】 ○こんにちは!｢ももっこステーション｣事業【岡山県】 ○高齢者による愛顔の子育て環境づくり推進事業【愛媛県】
○ふくおか子育てマイスター事業【福岡県】 など

このほかにも、多くの自治体が創意工夫した子育て支援を実施！

取組の成果

住民・サービス提供者双方の
声を反映した効果的な取組！

した子育て支援が可能！
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◆企業の行動計画策定率は向上しているが、計画に定めた目標の達成については、実質的にはそれぞれの企業に委ね
られており、ＰＤＣＡの観点から十分とは言い難い
◆企業からは、「計画策定や大臣認定の具体的なメリットを増やして欲しい」といった声も多く上がっている

少子化の進行は、50年後の我が国のあり方にも関わる中長期的な課題であり、腰を据えて取り組むべき問題。

時限的ではなく永続的な取り組みが必要であり、消費税率の引き上げに伴い社会保障を支える恒久財源が確保
されるこの機に、自治体や企業が取り組む少子化対策の基盤となるこの法律については、恒久化を図るべき。

併せて、国・地方・企業がそれぞれの役割のもとに少子化対策を強力に推進していくためには、より実効性の
高い仕組みへと見直すことが必要である。

現行法における３つの課題

現 状

１ 一般事業主行動計画の実効性を高めるための仕組みとして、インセンティブの拡充が必要！

25.11.25 全国知事会

◆国は、「子育て分野」においては子ども・子育て支援新制度や待機児童解消などの取り組みを着実に進めているが、
少子化対策全般についての具体的な内容や実施時期、目標を定めたプランが立てられていない

◆「子育て支援」を中心に位置付け、教育・保育サービスの拡充は着実に進んでいるが、他方で未婚化・晩婚化対策
や妊娠出産に向けた環境整備、働き方の見直しなどの分野は、依然として手薄な感が否めない
◆子ども・子育て支援法の施行に伴い、自治体の行動計画策定の義務付けがなくなるなど、教育･保育分野を包含した
総合的な少子化対策を進める際に必要となる次世代育成支援行動計画の位置づけが弱まっている

◆企業からは、「計画策定や大臣認定の具体的なメリットを増やして欲しい」といった声も多く上がっている

現 状

３ 地方や企業と手を携え、国自らも総合的な少子化対策とその目標を示すことが必要！

現 状

２ 子育て支援のみでなく、ライフ・ステージに応じた幅広い少子化対策に対応できる計画の策定が必要！
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＜３つの課題＞の解決に向けた見直しの方向性の提案

【見直し案１】
企業の積極的な取組を
進めるインセンティブ
の導入

【見直し案２】
幅広い少子化対策に取り
組むことを明記したうえ
で、子ども･子育て支援
法との関係を整理

◆100人以下の企業の計画の策定、又は、計画を策定した企業の目標の達成度合いに応じて、段階
的な思い切った助成制度や税制優遇措置などの具体的な支援策を拡充し、企業が自らPDCAを
回しながら、実効性をもった措置の実施に取り組めるよう環境整備を図るべき！

◆次世代育成支援対策は、「就労・結婚・妊娠・出産・育児などのライフ・ステージに応じた
総合的な対策」であることを、理念や定義に明記すべき！

◆自治体の行動計画については、子ども･子育て支援法との関係を整理したうえで策定するものと
し、その内容に関しては、結婚支援や妊娠･出産に向けた環境整備などを加えた総合的な対策と
すべき！
◆このため、国が別途定める「行動計画策定指針」を見直すとともに、幅広い対策を支える交付金

法との関係を整理

【見直し案３】
国による総合的な計画の
策定を法定

こうした見直しを通じて少子化対策の抜本的な強化を図り、こうした見直しを通じて少子化対策の抜本的な強化を図り、

の３本の矢で、我が国の次世代を担う人づくりに向けて、実効性ある対策を迅速に講じていくことが不可欠！！の３本の矢で、我が国の次世代を担う人づくりに向けて、実効性ある対策を迅速に講じていくことが不可欠！！

①国の国策としての取り組み ②地方の実情に応じた取り組み ③企業の積極的な取り組み

◆このため、国が別途定める「行動計画策定指針」を見直すとともに、幅広い対策を支える交付金
についても、確実な担保が必要！

◆国が国策として取り組む幅広い少子化対策についても、自治体や企業と同様、目標や実施時期
を定めたうえで、確実にPDCAを回せるよう、次世代法の中に位置づけるべき！
◆子育て支援に止まらない対策を推進するためには、少子化を所管する内閣府との共管も必要！
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○若年者等の就職支援

○非正規雇用の処遇改善、雇用
の安定化などによる若い世代
の所得環境の向上

○未婚化・晩婚化対策
・出会いの機会の提供
・婚活をサポートするアド
バイザー等の設置
・結婚サポートセンターの
設置

○妊婦健診、乳児全戸訪問

○妊産婦への相談支援
○不妊治療対策の充実
○思春期保健対策

○保育の量的確保
○教育・保育の質的改善
○小規模保育・一時預かりなど
地域の多様な子育て支援
○保育士等の確保・処遇改善
○要保護児童等への支援
○社会的養護体制の充実

○教育環境の整備
○子育てしやすい生活環境
○子どもの安全確保

○大企業の自主的取組による
雇用環境の整備
○大企業の自主的取組による
多様な労働条件の整備
○仕事と育児の両立に向けた
広報啓発

妊娠・出産 子育て

少子化対策は、ライフ・ステージに応じた総合的な対応が不可欠！

子ども･子育て支援法

結婚に向けた環境整備 子育て世代の働き方

設置
・若者のコミュニケーション
力向上のための研修

○地域や社会全体が結婚を応援
する気運の醸成

○新婚世帯への経済的な支援や
住環境の整備等

･････

○思春期保健対策

○産科・小児科医療提供体制
の充実
・医師、助産師等の養成
・周産期医療体制の整備
○出産に伴う経済的負担の軽減
○産後ケア体制の強化
○思春期からのライフプラン
教育

･････

○子どもの安全確保

○子育て世帯の経済的な負担の
軽減
○多子世帯への支援
○地域のマンパワーを活用した
育児負担の軽減
○地域や社会全体が子育てを
応援する気運の醸成

･････

○中小企業も含めた雇用環境・
労働条件の整備
○子育て支援企業の優遇措置
○仕事と育児の両立支援制度
の拡充
○子育て女性の再就職支援
○女性の起業に対する支援

･････

現行の次世代育成支援対策推進法 （行動計画策定指針）

少 子 化 対 策 （新たな次世代法のあるべき姿）
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